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障害児支援の見直しに関する検討会開催要綱  

1．趣旨   

ノーマライゼーションの理念に基づき、障′謹‡のある人が普通に暮らせる地域作りを  

［け旨して制定された障害者日、1支援法が施行されてから約2年が経過し、この間、法  

の定剤こl坤ナた着実な取組を進めてきたところである。   

このような中、障害児施策については、障害者日＼1文援法の附則において「この法  

律の施行後3隼を目途として、障害児の児童福祉施設への入所に係る実施主体の在り  

方等を勘案し、必要な措置を講ずるものとする。」とされているなど残された課題の検  

討が必要となっているところである。   

また、、F成17年度より発達障害者支援法が施行されるとともに、平成19年度より  

特別支援数百が実施されるなど、ノーマライゼーションの理念に基づいた障害児への  

支援も・層充実しているところである。   

このように、障害児を取り巻く環境が急速に変化する小、牲生社会の実現をより確  

かなものとするためには、障害児支援に係る課題を解決するとともに、障害児を取り  

巻く環境の変化に応じた適切な障害児支援の在りノバこついて検討を行うことが必要で  

ある。   

ニのため、↑般、イ1‾識者をはじめ、関係者からなる検討会を開催し、障害児支援施  

策のあるべき姿について検討を行うこととする 

2．主な検討項旦   

旧 ライフステージに応じた・員した支援の方策   

t2）家族支援の方策   

刷 行政の実施主体   

伸 その他  

3．検討会メンバー  

別紙のとおり  

4，開催時期琴   

平成20年3月から7月までを目途とする。  

5．その他  

tl〉 本会は、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長の検討会として開催する。  

（2）本会の議事は原則として公開とし、透明性の確保に努める。  

（3）本会の庶務は厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課において行う。   



障害児支援の見直しに関する検討会メンバー  
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について  

厚生労働省 社会・援護局  

障害保健福祉部   



（万人）  

施設入所18．9  

施設入所 35．3  

在宅  

267．5   

在宅  

332．7  

施設入所12．8  

在宅 41．9  

精神障害  知的障害  身体障害  

障害者計  m9．1万人（全人口の約5．5％）  

全人口 12776．8万人（H17．10．1）   

【出典】身体障害児・者数実態調査（…3）、知的障害児（者）実態調査（H17）患者調査（H17）、社会福祉施設等調査（H12、16）等   



煙害児の状況（18歳 ⑧ 

施設入所 0．3  

8
 
 

6
 
 

精神障害  知的障害   身体障害  

会計（※）：∋7．9万人（全児童の1J％）  

児童人口 乙269．9万．人（H17．10．1）  

【出典】身体障害児・者数実態調査（H13）、知的障害児（者）実態調査（川7）患者調査（H17）、社会福祉施設等調査（H12、16）等  

（※）精神障害については、20歳未満のデータ。   



障害福祉サービスと障害児施設サービス予算  

（平成20年麿予算（蓑）ベース）  

（億円）  

6000  

5345  

障害福祉サービス  障害児施設サービス  

（注1）児童デイサービスは障害福祉サービスに含まれており、障害児施設サービスには含まれていない。  
（注2）自立支援医療等を含めた平成20年度障害福祉関係予算（案）の額は9，700億円。  
（注3）障害児施設サービスニ知的障害児施設、第1種自閉症児施設、第2種自閉症児施設、知的障害児通園施設、盲児施設、ろうあ児施設、難聴幼児通園施設．  

肢体不自由児施設、肢体不自由児通園施設、肢体不自由児療護施設、重症心身障害児施設、指定医療機関（肢体不自由児・重症心身障害児）に係る施設  
措置（給付費）負担金。〕  
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対象児童：肢体不自由児、知的障害児、発達障害児など  

学齢期   青年期 18歳  0歳 乳幼児 就学前  
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障害児施章□等の本．、  
適所施設：378カ所（12．335人）  入所施設：  

施設の性格  根拠法令   

肢体不自由の児童を治療し、独立自活に必要  
な知識、技能を与える。  

児童福祉法第43条の3  

病院に入所することを要しない肢体不自由のある児  
童であって、家庭における療育が困難なものを入所  
させ、治療及び訓練を行う。  

児童福祉法第43条の3  
（最低基準第68条）  

肢体不自由の児童を通所によって治療し独立  

自活に必要な知識技能を与える。  

児童福祉法第43条の3  
（最低基準第68条）  

視覚障害児童を入所させ、独立自活に必要な  
指導又は援助を行う。  

児童福祉法第43条の2  

聴覚・言語障害児童を入所させ、独立自活に  
必要な指導又は援助を行う。  

児童福祉法第43条の2  

強度の難聴の幼児を保護者のもとから通わせ  
て、必要な指導訓練を行う。  

児童福祉法第43条の2  
（最低基準第60条）  

重度の知的、重度の肢体不自由が重複してい  
る児童を入所させ、治療及び養護を行う。  

児童福祉法第43条の4  

知的障害の児童を入所させ、保護するととも  

に独立自活に必要な知識技能を与える。  
児童福祉法第42条  

自閉症を主たる症状とする児童を入所させ、  

独立自活に必要な知識技能を与える。  

児童福祉法第42条  

（最低基準第48条）  

知的障害の児童を日々保護者のもとから通わ  
せて保護するとともに、独立自活に必要な知  

識技能を与える。  

児童福祉法第43条  

※施設数及び在所者数は、平成18年10月1日現在（平成18年度社会福祉施設等の調査の概況より。）   

5  



（参考）児童養護施設等について  

施設類型   
根拠法令   施設の性格   施設数   利用者数   

乳児（保健上、安定した生活環境の確保その他の理由により  

乳児院   児童福祉法   特に必要のある場合には、幼児を含む。）を入院させて、これ   
を養育し、あわせて退所したものについて相談その他の援助  

120か所   3，143人  
第37条  

を行うことを目的とする施設。   

保育所   
児童福祉法   日々保護者の委託を受けて、保育に欠けるその乳児又は幼児  22，720か所  2，118，352人  

第39条   を保育することを目的とする施設。   

児童福祉法   児童遊園、児童館等児童に健全な遊びを与えて、その健康を   4，718か所  
児童厚生施設  

第40条   増進し、又は情操をゆたかにすることを目的とする施設とする。   （児童館）   

保護者のない児童〈乳児を除く。ただし、安定した生活環境の  

児童福祉法  
確保その他の理由により特に必要のある場合には、乳児を含  

児童養護施設  む。）虐待されている児童その他環境常用語を要する児童を入  559か所   30，764人   
第41条  所させて、これを養護し、あわせて退所した者に対する相談そ  

の他の自立のための援助を行うことを目的とする施設。  

情緒障害児  児童福祉法  
軽度の情緒障害を有する児童を、短期間、入所させ、又は保  
護者の下から通わせて、その情緒障害を治し、あわせて退所  31か所   1，131人   

短期治療施設  第43条の5  した者について相談その他の援助を行うことを目的とした施設。  

不良行為をなし、又はなすおそれのある児童及び家庭環境そ  

児童自立  児童福祉法  の他の環境上の理由により生活指導等を要する児童を入所さ  

せ、又は保護者の下から通わせて個々の児童の状況に応じて  58か所   1，836人   
支援施設  第44条  必要な指導を行い、その自立を支援し、あわせて退所したもの  

について相談その他の援助を行うことを目的とする施設。  

＝三 

三≒  一三‾二三＝≡ニ‾‾二≡二ニニ  

6   【出典】幼稚園＝学校基本調査（H19．5．1現在）その他＝社会福祉施設等調査報告（H18・10・1現在）  



障害児1者施策に係る実施主体と自治体の事務フロー  

＜障害児＞  

（児童福祉法）  

＜障害者＞  

（障害者自立支援法）  

支給決定（措置）  
支給決定：壷竪亜が行う  

市又は児童相 談所設置市が行う。  

・ 契約 －   

7   ※ 市町村に通告する場合もある。  



① 少子化社会の進展   

・子育て不安の増加  

② 障害者自立支援法の施行  

・ノーマライゼーションの理念（自立と共生社会の実現）  

③ 特別支援教育の推進   

■ 障害の重度■重複化、多様化を踏まえ、一人ひとりの教育  

－ズに応じた教育的支援の推進  

④ 発達障害者支援法の施行  
・ 「新たな」障害への対応   



①少子化土会の進醒   



②善書芦自立支贋法の施行   



の。。る人が普 に呂らせる地域づくり  

（目指す方向）  

・できるだけ身近なところにサービス拠点  

・NPO、空き教室、小規模作業所、民間住宅など地域の社会資源を活かす  
・施設入所者も選べる日中活動  

・重度の障害者も地域で暮らせる基盤づくり  

ク   
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嘩害者自立支援法の3年後の見直し  
○ 障害者自立支援法（平成十七年法律第百二十三号）（抄）   

附 則  

（検討）  

第三条 政府は、この法律の施行奄  を目途として、この法律及び障害者等の福  

延に関す る他の法律の規定の施行の状況、障害児の児童福祉施設への入所に係  

る実施主体の在り方等を勘案し、この法律の規定について、障害者等の範囲を含  

＿皇脚 
必要な措置を講ずるものとする。  討を加え   

2 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、第二章第二節第五款、  

第三節及び第四節の規定の施行の状況について検討を加え、その結果に基づい  

て必要な措置を講ずるものとする。  

3 政府は、障害者等の福祉に関する施策の実施の状況、障害者等の経済的な状  

況等を踏まえ、就労の支援を含めた障害者等の所得の確保に係る施策の在り方  
12   

について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。  



障害者自立支援法の抜本的見直し（報告書）  

（抄）  

平成19年12月7日  

与党障害者自立支援に関するプロジェクトチーム  

Ⅲ 見直しの方向性  

5 サービス体系の在り方  

障害児のサービス体系の在り方については、児童   
の福祉の向上、自立支援、障害児を抱える家族の支   
援、保育施策など児童に対する一般施策や特別支援   
教育との連携の強化等の視点から検討。その際、児   
童相談所による措置との関係や、障害児のサービス   
の実施主体の在り方にも留意。  
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③寺別支度勧 育の由施  

O「特別支援教育を推進するための制度の在り方について（答申）」（平成17年12月8日  

中央教育審議会）※主な提言内容   

1障害のある児童生徒などの教育について、従来の「特殊教育」から、一人一人のニー   

ズに応じた適切な指導及び必要な支援を行う「特別支援教育」に継承t発展すること。  

2 盲・聾・養護学校の制度を、複数の障害種別を教育の対象とすることができる学校制   

度である「特別支援学校」に転換し、盲・聾t養護学校教諭免許状を「特別支援学校教諭   

免許状」に一本化すること。  

3 特別支援学校の機能である地域の特別支援教育のセンターとしての機能を法律上明   

確に位置づけること。  

4 小一中学校において、学習障害（LD）・注意欠陥多動性障害（ADHD）を新たに通級に  

よる指導の対象とすること。  

＜制度改正の概要＞  ※ ①はH18．4～、②～④はH19．4～  

（手 通級による指導の対象にLD・ADHDを追加  

②「盲・聾・養護学校」について、複数の障害種別を受け入れることができる「特別支   

援学校」に転換  

③小中学校等においても特別支援教育を推進することを法律上明確に規定  

④ 障害のある児童の就学先を決定する際、保護者の意見も聴くことを義務付け14   
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④発達障害岩支贋法の施行  
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発達障害者支援法のねらいと概要  

Ⅰね ら い  

○発達障害の定義と発達障害への理解の促進  

○発達障害者に対する生活全般にわたる支援の促進  

○発達障害者支援を担当する部局相互の緊密な連携の確保  

Ⅱ  

定義：発達障害＝広汎性発達障害（自閉症等）、学習障害、注意欠陥多動性障害等、  
通常低年齢で発現する脳機能の障害  
∴：甘－㌍湧‥一牒野澤藩郎野澤・彗ギヤニ㌍葦・享肇照牒弊ミ㌔三鱒二幣珊轡 
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検討事項（案）について  

【見直しの基本的な視点】  

◇子どもの自立に向けた発達支援  

◇子どものライフステージに応じた一貫した支援  

◇家族を含めたトータルな支援  

◇できるだけ子ども一家族にとって身近な地域における支援  

【具体的な検討事項】  

・障害の早期発見・早期対応策について  

・就学前の支援策について  

・学齢期t青年期の支援策について  

・ライフステージを通じた相談支援の方策について  

■家族支援の方策について  

■行政の実施主体について  

・その他   



今後の検討スケジュール（案）について  

第1回 3月18日（火） 現行の障害児支援施策等について  
（1－巨（）0～1G：00）検討事項（案）について  

検討スケジュール（案）について  

ノ
 
 

1
－
・
ト
・
【
呈
 
 

第2回 4月15日（火） 関係団体ヒアリング郵  

（1：i：（）り～15二：i（））  

別添参照  

第3回 4月25日（金） 関係団体ヒアリングニ乏、J  

（1ご1：（）（）～1（i∴iO）  

第4回〔5一月上旬1〉 ～   月2回程度のペースで各検討事項につい  

て議論。7月中を目途に報告書を取りま  

とめ   



関係団体からのヒアリング（案）   

第2回及び第3回の検討会において、以下の12団体より障害児  

支援の見直しに関するヒアリングを行う。  

財団法人日本知的障害者福祉協会  

社会福祉法人全国重症心身障害児（者）を守る会  

社会福祉法人全日本手をつなぐ育成会  

社団法人全国肢体不自由児・者父母の会連合会  

社団法人日本自閉症協会  

社団法人日本重症児福祉協会  

全国肢体不自由児施設運営協議会  

全国肢体不自由児通園施設連絡協議会  

全国発達支援通園事業連絡協議会  

全国盲ろう難聴児施設協議会  

特定非営利活動法人全国地域生活支援ネットワーク  

日本発達障害ネットワーク  

（5（1音順）   



参 考 資 料   



嘩害児施設の施設数及び利 用児童数の推移  
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Hll H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18  

⊂＝コ入所施設   ［：：＝コ通園施設  

一一合計  入所児童  

、・・通所児竜   

〈社会福祉施設等調査報告〉   
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か所   

250ト  

H8   H9   HlO Hll H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18  

ロ難聴幼児通園施設  

口肢体不自由児通園施設  

口知的障害児通園施設  

〈社会福祉施設等調査報告〉  
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障害児施設の施設数及び利用児童数の推移（入所施設）  

600  

500  

∋      i  使  

「  
H  

HlO Hll H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18  H8  H9  

か所   

⊂＝コ盲・ろうあ児施設  

⊂＝コ重症心身障害児施設  

十光一知的障害児施設入所児童数  

－1ト肢体不自由児施設入所児童数  

⊂ニコ知的障害児施設  

⊂＝コ肢体不自由児施設  
入所児童  

－※十一盲・ろうあ児施設入所児童数  

＋重症心身障害児施設入所児童数  3  

〈社会福祉施設等調査報告〉  



か所  

1，200「  
32，329人  

35，000   

30，000   

25，000   

20，000   

15，000   

10，000   

5，000  

1．000   

0  

人  H18  H17  

匹ヨ定員10人未満  

⊂コ定員20人～29人  
［＝コ不詳  

H16  H15  

⊂＝コ定員10人～19人  

⊂コ定員30人以上  

＋利用実人員  

〈社会福祉施設等調査報告〉   



施設の利用者の年齢構成について（通評  

乳幼児   学齢期・青年   加齢児  

（0歳～6歳）   （7歳～17歳）   （18歳以上）   

知的障害児   99．3％   0．6％   0．06％   

通園施設   （8，921名）   （55名）   （5名）   

難聴幼児  100％  

通園施設  （746名）   

0％   0％   

肢体不自由児   98．0％   1．9％   0．1％   

通園施設   （2，555名）   （50名）   （3名）   

く社会福祉施設等調査報告（H18．10．1現在）〉  
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乳幼児   学齢期・青年期   加齢児  

（0歳～6歳）   （7歳～17歳）   （18歳以上）   

知的障害児施設   3．2％（311名）   56．8％（5，568名）   40．1％（3，929名）   

自閉症児施設   3．4％（8名：）   67．2％（158名）   29．4％（69名）   

盲児施設   5．8％（8名）   81．0％（111名）   13．1％（18名）   

ろうあ児施設   12．1％（20名）   81．2％（134名）   6．7％（11名）   

肢体不自由児施設   31．3％（854名）   59．9％（1，634名）   8．9％（242名）   

肢体不自由児療護施設   9て％（23名）   43．5％（103名）   46．8％（111名）   

重症心身障害児施設   2、8％（319名）   10，1％（1，131名）   87．1％（9，765名）   

〈社会福祉施設等調査報告（H18．10．1現在）〉  
6   



善書児□ 苔の患施状況について  

毒害児保育の実施状三党推移  

9   10  12   1  14   15   16   17   
18（年度）  

麒児童数は、特別児童扶養手当支給対象児童数  

【実施か所数】  

平成18年度の障害児保育の実施か所数は7．130か所で、前年から135か所（1・9％）の増。  

【対象児童数】  

平成18年度の障害児保育対象児童数は10，670人で前年から68人（0．6％）の増 



在朝  

○在宅で暮らす障害児（就学前）の日中活動の場をみると、身体障害児については、保育所や幼稚園  
といった一般施策での受入れが約半数（47％）に及んでいる一方、知的障害児については、通園施設  
などの特定施策を利用している割合が3割程度（329る）を占めている。  

＜知的障害児＞  ＜身体障害児＞  

幼稚園  

29％  

ロ通園施設■養護学校幼稚部田保育所□幼稚園口自宅口その他  □通園施設■障害児通園事業団保育所口幼稚園田自宅□その他  

8  

出典）身体障害児‥平成13年身体障害児・者実態調査、知的障害児平成17年知的障害児（者）数実態調査   



宅障害児（就学前1が利用する福祉サービスの  

知的障害児通園施設は緩やかに上昇しているものの、身体障害児が利用する通園施設はほぼ横ばいの  
犬態。  

通園3施設合言十の児童数と障害児保育の児童数との差が徐々に縮まっているほか、児童デイサービスの  
伸びが著しく、  

22，520  

2，608  

弥・・－－一国  

746  
A   

熟－ 軒 越  

8  9   10   11  12   13   14   15   16   17   18  

◆知的障害児通園施設 一嘔卜肢体不自由児通園施設一会一難聴幼児通園施設  

一対一通園3施設  一■一児童デイサービス  ー米一障害児保育  

出典ノ社会福祉施設等調査 等  
淫ノ児童ティサ→ヒスは、児童デイサーヒス利．覇者掛二0〔一日歳の利用者の割合鴇70年／○彊害児に対するサ【ヒスの提供実態に関す′る調査研究し財団法人二ども未来財団、＼を乗したものc   



宅障害児（就学前）が利用する福祉サービスの  

平成巳年   平破り年  平成10年 平成1一年 平成12年  平針3年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年  

10  

出典：一社会福祉施設等調査等  

主二・通園3施設烏、知的障害児通風方包詣、月重体不自由児通園施設、難聴幼児通園施設   



放課後児童クラブにおける障害児の受入れ状況  

（か所数・利用児童数）  

〈放課後児童クラブの概要〉  

児童福祉法第6条の2第2項の規定に基づき、保護者が労働等により、昼間家庭にいない  
小学校に修学しているおおむね10歳未満の児童に対し、授業の終了後に児童厚生施設等を  

利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図るもの。  

単位 か所、人  

障害児蔓㌧∵巨クラブ妻  

汚章害児一叡  

14409人  

19〔∴j］  

強紅  
i  ・   

j _j 

塵 

5870か所  

1：37．0【二′0）  

1      1  

1∵1  

科  

三〔ほ7か所  

t二3351〇〕  

6．538か所  

（39．2机  
ニヒtうノ、  

1rご∴′］  

4，471か所   

（30，9qり）  4．063か所  

（29－7【；′rj〕  

）エ成19年  王戒18年  ／  二・二成16圭  l ′ 丸1し r  

注  内は、全クラブ数にLji軋る割合∴〔二内は全登録児童数に占机る割合てある く厚生労働省雇用均等・児童家庭局育成環境課調べ〉  

受入れに対する経費の補助 〈障害児受入推進事業〉  

放課後児童クラブにおける障害児の受入推進を図るため、障害児対応の指導員を各クラブに配  
置するための経費。f：平成20年度予算（案）1クラブ当たり年額1，421，000円）  
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